新潟市中小企業生産性向上・グリーン設備投資補助金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（令和５年７月以降）


　■補助金交付申請書（１／３）
　　＜補助金交付申請書（表紙）＞
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  年  月  日 �

 

（宛先）新潟市長 �

 

                        所 在 地             �

申請者 名  称             

    代表者名             �

 

 

補助金交付申請書 �

 

新潟市中小企業生産性向上・グリーン設備投資補助金交付要綱第６条の規定に基づく補

助金の交付を受けたいので，下記のとおり関係書類を添えて申請します。 �

 

記 �

 

１ 補助対象事業の名称  新潟市中小企業生産性向上・グリーン設備投資補助金事業 

２ 補助対象事業の目的  別紙．事業計画書のとおり 

３ 補助対象事業の内容  別紙．事業計画書のとおり 

４ 補助対象経費     別紙．事業計画書のとおり �

５ 交付申請額      別紙．事業計画書のとおり 

６ 補助対象事業の期間  別紙．事業計画書のとおり 

７ 添付書類 

 (1) 事業計画書 

 (2) 取得予定の設備の明細書 及び 取得予定価額を明らかにする書類 

 (3) 法人の登記事項証明書 又は 住民票 

 (4) 最新の決算書（写し） 又は 確定申告書（写し） 

  (5) 交付要件に係る作業効率化及び脱炭素化要件の根拠となる数値がわかる信憑書類 �

（6）対象設備設置予定箇所の写真 

(7) 暴力団等の排除に関する誓約書兼同意書 �

 (8) 市税の納税証明書 

 



①　交付申請書の提出日を入力してください。
②　申請者の住所，名称，代表者の職名・氏名を入力してください。（押印不要）
●　交付申請にあたっての基本的な要件
【対 象 者】

　製造業，新聞業，出版業の中小企業者

【対象要件】

　市内の工場等に取得価額160万円以上の生産設備を取得する事業で交付要件を満たすもの
【事業期間】

　申請年度の翌年の２月２８日まで
　※　交付申請後，審査のうえ交付決定を行います。交付決定日の後に，設備が納品され，支払，運転開始，実績報告することが交付条件です。
【相談窓口】事前に下記に設備投資計画をご相談のうえ，設備の発注前に申請してください。
	相談窓口
	所 在 地
	電 話 番 号

	新潟市役所 企業誘致課
	中央区 古町通７番町１０１０番地
	025-226-1689

	北　区役所 産業振興課
	北　区 東栄町１丁目１番１４号
	025-387-1356

	東　区役所 地域課
	東　区 下木戸１丁目４番１号
	025-250-2170

	中央区役所 地域課
	中央区 西堀通６番町８６６
	025-223-7054

	江南区役所 産業振興課
	江南区 泉町３丁目４番５号
	025-382-4809

	秋葉区役所 産業振興課
	秋葉区 程島２００９番地
	0250-25-5689

	南　区役所 産業振興課
	南　区 白根１２３５番地
	025-372-6507

	西　区役所 農政商工課
	西　区 寺尾東３丁目１４番４１号
	025-264-7630

	西蒲区役所 産業観光課
	西蒲区 巻甲２６９０番地１
	0256-72-8454


　※　「緊急支援枠」「脱炭素化製品枠」「区分Ｃ」は企業誘致課へご相談ください。
■補助金交付申請書（２／３）
　　＜別紙．事業計画書（表）＞
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1．申請者（法人又は個人）の概要�

千円≦　３億円

人　 ≦  ３００人�

月

�u

�u

市税の納税証明書提出

２．現状分析

※敷地面積9,000�uまたは建築面積3,000�u以上の工場

３．連絡先

役職氏名

電話FAX�

申請に係る

担当者連絡先

自社の商品・サービ

スが対象とする顧

客・市場の動向・競

合の動向

【主要顧客】

【市場動向】

【競合の動向】

自社の強み・弱み

【強み】

【弱み】

自社の沿革

敷地面積(�u)

　カーボンニュートラル

　投資促進税制　活用有無

施設面積(建築面積)(�u)

市税の納税状況

工場立地法対象工場※

補助対象事業の公表

（例：パンフレット，ホームページ，看板）

決算月

　先端設備等導入計画　策定有無

住所又は所在地

法人名又は個人名

代表者名

資本金又は出資額

※いずれかに該当：中小企業者

※いずれも該当する場合：補助対象外

従業員数

あり

対象

対象外

有

無

有

無


①　申請者の住所（又は所在地），法人名（又は個人名），代表者の職名・氏名，資本金又は　　　　

出資額，従業員数，決算月を入力してください。

　※　次の基準を満たすことが中小企業者の要件となります。

　　・製造業等：従業員数３００人以下　又は　資本金３億円以下
　　　　　　　　従業員とは「解雇の予告を必要とする者」であり，正社員に準じた労働形態である場合には，従業員として考えてください。
　　　　　　　　なお，会社役員は従業員に含みません。
②　申請者の敷地面積，施設面積，固定資産税特例の申請状況，市税の納税証明書（市制度用の添付），先端設備導入計画策定有無、カーボンニュートラル税制活用有無、工場立地法対象工場かどうかを入力又は☑して下さい。
③　補助事業終了後，補助金の交付を受けたことをPRしていただける媒体を入力してくださ
い。
④　申請者の沿革，主要顧客，市場動向，競合の動向，強み，弱みを入力してください
⑤　本申請の担当者の連絡先などを入力してください。
　■補助金交付申請書（３／３）
　　＜別紙．事業計画書（裏）＞

[image: image3.emf]

①　業種は，製造業・新聞業・出版業のいずれかを選択してください。
また，製造業の場合は，日本標準産業分類の細分類名（例：0974米菓製造業）を入力し
てください。
　　※日本標準産業分類　http://www.stat.go.jp/index/seido/sangyo/index.htm
②　設備投資目的は，事業の拡大又は事業の高度化等のいずれかを選択してください。
③　区分は，「緊急支援枠」「脱炭素化支援枠」「区分Ａ」「区分Ｂ」「区分Ｃ」のいずれかを選択してください。
④　生産性向上要件を入力してください。

　　・作業効率化…導入前（従来機や旧モデル）は生産量あたりの稼働時間○○時間、
導入後の生産量あたりの稼働時間が○○時間　向上率○○％　など
　　※新設や増設設備、中古設備も対象となります。

　　※区分に応じて生産性向上率の達成数字が設定されています。詳細はパンフレット
　　　をご確認頂き，要件を満たすか確認ください。

　　※数値についてはエビデンスが必要になります。カタログや仕様書，無い場合は実績値

を測定した結果をまとめた報告書をご用意ください（報告書は任意書式で可）。
⑤　脱炭素化要件をご入力ください。
　　※導入前後におけるCO2排出量削減率やエネルギー使用量削減率（省エネ効果）、生産設
備を化石燃料から電化すること可視化するため、別紙「省エネ・CO2排出量計算シー
ト」を活用し、CO2排出量削減か省エネ効果のいずれか高い方の数値を入力してくだ
さい。（各月ごとの生産設備におけるエネルギー使用量を設備導入前後のシートへ入力
することで年間のエネルギー使用量が自動で算出されます）
⑥「脱炭素化製品枠」又は「区分Ｃ」の場合、いずれかに☑を入れてください。

⑦　設備を導入する工場等の事業所名及び場所を入力してください。
⑧　導入する設備で生産される品目（又は用途）を入力してください。
⑨　事業費（予算）を入力してください。（税抜金額）
⑩　事業期間を入力してください。

　※　発注予定・・・補助金交付決定後の日にち（相談窓口と調整する）
完了予定・・・申請年度の２月２８日以前の日にち
⑪　付加価値額の変化を計算して入力してください。

付加価値額＝売上高+給与総額+租税公課-売上原価-販管費（決算書の内容から計算してください）
 　「脱炭素化製品枠」「区分Ｃ」の場合は、工場におけるCO2排出量を入力してください。
(別紙「省エネ・CO2排出量計算シート」に、工場における電気量やガス量等を入力の上算定してください。)
⑫　従業員数の推移を入力してください。（期中退職者、新規採用数、増加は見込み数）
■作業効率化及び脱炭素化要件信憑書類（１／２）
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■作業効率化及び脱炭素化要件信憑書類（２／２）
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参考１．補助金交付申請書の記入例と注意事項





本制度は，新潟市工業振興条例助成金のうち「工場建設促進助成金」の対象となる機械及び装置と重複して使用できません。（工場等の建設を伴う場合は，同制度をご利用ください。）





【その他添付書類】


　①　取得予定の設備の見積書 及び 仕様が分かるカタログ等


　②　法人の登記事項証明書　　　③　最新の決算書(写し)


④　交付要件に係る作業効率化要件及び脱炭素化要件の根拠となる数値が


わかる信憑書類（市様式「根拠資料」・カタログ・仕様書・作業日報・


調査報告書など）


　⑤　市様式「省エネ・CO2排出量計算シート」


⑥　対象設備設置予定箇所の写真　　⑦　暴力団等の排除誓約書兼同意書


⑧　市税の納税証明書（新潟市制度用）


⑨　会社のパンフレット等　　⑩　同意書





①　設備投資目的を入力してください。


　※グループ会社からの受注に対応するため、現行機種の〇〇を〇〇へ入れ替えることで、弊社の主力製品である〇〇の供給体制を強化することに加え、時代の要請である脱炭素化に寄与するため。　など





②　設備名称を入力してください。


　※機械カタログや仕様書に記載されている製品名を記載してください。





③　設備投資前後における作業効率化の根拠を文章や計算式、数値により具体的な内容を入力してください。





　※事例


＜設備投資前＞　１００．００時間


　　別紙「作業日報」では、○○を１，０００個製造するため、１００時間かかる。


　　＜設備投資後（見込み）＞　７５．００時間


　　別紙「メーカー資料」によると設備導入後は〇〇を１，０００個製造するため、７５時間かかる。


＜設備投資前後＞作業効率化　２５．００％


（１００時間　－　７５時間)／１００時間＝２５．５％


　　【注意】


　　　この場合の作業効率化は１２５％ではなく、２５％が正しい





①　設備投資前後におけるCO2排出量削減等のうち選択したものの根拠を文章や計算式、数値により具体的な内容で入力してください。





　※事例


＜設備投資前＞　


　　１，０００個製造する場合、１日あたり６時間稼働すると電力使用量が５５０kwh、


　　月平均２０日の営業日で稼働する場合の月あたり電力使用量は


　　１１，０００kwh（５５０kwh×２０日）


　　年間換算した場合の電力使用量は


　　１３２，０００kwh（１１，０００kwh×１２ヶ月）


＝１３２千kwh／年　となる。


別紙「省エネ・CO2排出量計算シート（設備導入前）」を参照





＜設備投資後（見込み）＞


　　設備導入後は１，０００個製造する場合、１日あたり４．８時間稼働で足り、この場合の電力使用量が４００kwh、月平均２０日の営業日で稼働する場合の月あたり電力使用量は、


８，０００kwh（４００kwh×２０日）


　　年間換算した場合の電力使用量は（８，０００kwh×１２ヶ月）


＝９６千kwh／年　となる。


別紙「省エネ・CO2排出量計算シート（設備導入前）」を参照





＜設備投資前後＞CO2排出量削減効果　２７．３９％


（前CO2排出量　73t　／　後CO2排出量　53）／73t


　　別紙「省エネ・CO2排出量計算シート」を参照
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４.設備投資計画の概要


（細分類：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


数値 単位 数値 単位


#DIV/0!


#DIV/0!


#DIV/0!


合計


数量(個)


発注予定 令和　　年　　月　　日


完了予定 令和　　年　　月　　日 ※納品，請求・支払，運転開始まで


５．事業効果（計画時）


＜生産性向上を図るための目標について＞ ※下表は灰色セルへ数値を入力してください。


※　付加価値額＝売上高＋給与総額＋租税公課－売上原価－販売費及び一般管理費


※　別紙「省エネ・CO2排出量計算シート」を使用して算出したCO2排出量を記載


※　炭素生産性＝付加価値額／CO2排出量


＜従業員数について＞


申請年度の前年度の末日現在 人（うち，新潟市民 人）


期中退職数 人（うち，新潟市民 人）


新規採用数 人（うち，新潟市民 人）


増加数 人（うち，新潟市民 人）


#DIV/0!


事業期間


従業員数


付加価値額(千円)


指標 A　現状(数値) B　実績報告時目標(数値) 伸び率（(B-A)/A）(%)


CO2排出量(t) #DIV/0!


炭素生産性 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!


補助金交付申請額


生産品目


事業費(予算)
[取得予定設備]


単位：円


【収入】　自己資金 借入金 その他（　　　）


【支出】　設備名称


支出計(A)


単価(税抜) 取得価格(税抜)


設備投資場所 新潟市○○区〇〇


業種(細分類)


設備投資種類


区　分


生産性
向上要件


導入前 導入後(予定値)
向上率


脱炭素化
要件


#REF!


「脱炭素化製品
枠」又は「区分
C」のみ、いず
れかを選択


事業所名 （例：○○㈱　新潟工場）


製造業 新聞業 出版業


作業効率化


事業の拡大 事業の高度化 事業の継続(設備更新)


CO2排出量削減


省エネ効果


電化


導入設備から製造された製品がCO2排出量削減に寄与するもの（根拠書類添付）


い
ず
れ
か
を
選
択


導入設備から製造された部材がCO2排出量削減に寄与するもの（根拠書類添付）


緊急支援枠 脱炭素化製品枠 Ａ Ｂ Ｃ
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